
平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 33 事業No. 220

事務事業名 産業振興事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 工業課 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
○ 1 若者が帰ってこられる産業をつくる

   

   

分野別計画
 地域経済活性化プログラム2017

  

  

法令・例規等
  

  

  

事業目的
対象 飯田下伊那地域の企業、地域内製造業者、農産物生産販売事業者

意図 地域産品の普及拡大と販路開拓支援、技術・経営力の向上付加価値の高い受発注の獲得とブランド力の向上

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

リニア中央新幹線や三遠南信自動車道の開通などによる高速交通網の整備を見据えながら、地域の産業振興を図るた

めには、共同受注による付加価値の高い受注の獲得や開発品等のプロモーション活動が必要です。また、三遠南信地

域をはじめとする広域的な連携により、新規顧客開拓や共同研究開発等の支援が必要です。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・（公財）南信州・飯田産業センターの適正な運営管理、企業と

のネットワークを構築します。

・各種展示商談会への出展支援、会員情報交換会の開催、企業ガ

イドブックの作成や公式ウェブサイトの活用による高付加価値な

受注の獲得を目指します。

・食品産業相談員を配置し、食品産業の支援や農商工連携を推進

しながら、南信州ブランド力の向上を目指します。

・飯田市産業親善大使（小椋ケンイチ氏、小沢あきこ氏）を活用

し、飯田水引や半生菓子の認知度を向上させ、海外を含めたプロ

モーション活動を実施します。

・デザイン系大学院大学の設置に向けて、長野県工業技術総合セ

ンターと連携しながら「デザインラボ」を開設し、デザインに関

工業一般経費（企業人材確保住宅） 6,518

国内外展示会出展補助費 3,000

ビジネスネットワーク支援センター運営負担金 2,520

南信州・飯田産業センター負担金 43,982

地域ブランド化事業負担金 3,496

三遠南信・広域連携推進事業負担金 555

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
企業人材確保住宅の入居戸数 戸 9    
南信州・飯田産業センター貸館利用件数 件 850    
南信州・飯田産業センター利用者人数 人 48,000    

ネスク飯田受注額 百万 450    

食品産業相談支援員の配置支援 人 1    

国内外販路開拓助成件数 件 22    

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 60,071 （そ）企業人材確保住宅使用料　1,928千円

（そ）太陽光発電収入　75千円国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 2,003

一般財源 58,068

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 7 1
 
5  10

 
1

6,518

0
工業振興一般経費

2    1 7 1
 
5  10

 
11

3,000

0
技術交流促進事業費

3    1 7 1
 
5  10

 
14

2,520

0
ビジネスネットワーク支援・受発注開拓事業費

4    1 7 1
 
5  10

 
17

43,982

0
地場産業等振興事業費

5    1 7 1
 
5  10

 
23

3,496

0
地域産品ブランド化事業費

6    1 7 1
 
5  10

 
32

555

0
三遠南信・広域連携推進事業費

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 220 事業名  産業振興事業 工業課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  特定家庭用機器再商品化法（家電

リサイクル法）
特定家電製品の長期使用による排出抑制と適切な廃棄 ○ ○

自動車廃棄時の適正処理  ○ ○

           

           

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 33 事業No. 221

事務事業名 人材育成事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 工業課 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
○ 地域経済活性化プログラム2017

 飯田市版総合戦略

  

法令・例規等
  

  

  

事業目的
対象 製造業等を支える人材

意図 地域の産業振興に向けた技術力の向上、人材の確保

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

地域産業の高度化・高付加価値化を図るためには技術力の向上と人材育成が不可欠です。そのために製造業を支えて

いくための企業規模の拡大、技術継承や中小企業の人材確保について取り組むことが必要です。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
産業の高度化・高付加価値化を支える人材育成に向けて、飯田産

業技術大学や信州大学大学院飯田コース・「特別な過程」１年コ

ースなど、中小企業を対象にした高度な知識の修得や働きながら

学ぶ環境の整備に取り組みます。

　また、スーパーサイエンス事業（ＪＡＸＡ連携事業含む）や子

ども科学工作教室等、学生を対象にした事業を実施することによ

り、地域産業の認知度の向上や人材確保に向けた取り組みを支援

します。

スーパーサイエンス、こども科学教室、ＪＡＸＡ連携事業等 1,779

飯田産業技術大学事業 2,700

信州大学院飯田コース事業 3,000

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
次世代育成を目的とした講座参加者数 人 300    
ものづくり大学院飯田コース及び「特別な過程」１年コース修了者数 人 8    

飯田産業技術大学参加者数 人 1,000    

      

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 7,479 （そ）工業課雑入

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 30

一般財源 7,449

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 7 1
 
5  10

 
16

1,779

0
次世代を担う産業人材育成事業費

2    1 7 1
 
5  10

 
18

2,700

0
飯田産業技術大学事業費

3    1 7 1
 
5  10

 
28

3,000

0
ものづくり高度人材育成事業費

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 221 事業名  人材育成事業 工業課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －      

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 33 事業No. 222

事務事業名 企業誘致・立地促進事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 工業課 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
○ 1 若者が帰ってこられる産業をつくる

   

   

分野別計画
 地域経済活性化プログラム2017

 飯田市版総合戦略

 南信州地域産業活性化基本計画

法令・例規等
 地域再生法

 企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律

 飯田市企業立地（振興）促進事業補助金交付要綱

事業目的
対象 企業の地方移転及び新規企業の立地、既存企業の拡張

意図 企業の地方移転や拠点の機能強化を推進する企業誘致、企業立地（振興）促進事業補助金

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

本社機能の移転等を計画する事業者への支援や研究開発型企業の誘致により、地域産業の高度化・高付加価値化を目

指し、高度人材の確保や安定した雇用機会の創出が必要です。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
企業情報の収集を行い、産業用地等の基盤整備や企業（振興）促

進事業補助金を活用しながら、企業誘致や事業拡大による新規立

地の促進を図ります。

企業懇話会（東京・名古屋）通じた誘致活動 895

補助金交付額 87,000

調査業務及び企業誘致活動費 2,437

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
企業立地（振興）促進事業 件 8    

補助金交付対象企業の雇用人数 人 24    

企業懇話会出席者数 人 70    

      

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 90,332 （そ）企業懇話会参加負担金

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 350

一般財源 89,982

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 7 1
 
5  10

 
27

895

0
産業活性化懇話会開催事業費

2    1 7 1
 
5  11

 
1

87,000

0
企業立地促進事業補助金

3    1 7 1
 
5  12

 
2

2,437

0
企業誘致推進事業費

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 222 事業名  企業誘致・立地促進事業 工業課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －      

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 33 事業No. 223

事務事業名 新産業創出事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 工業課 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
○ 1 若者が帰ってこられる産業をつくる

   

   

分野別計画
 地域経済活性化プログラム2017

 飯田市版総合戦略

  

法令・例規等
  

  

  

事業目的
対象 製造業等を支える人材

意図
成長性の高い産業分野（航空機産業、健康医療、食品等）のクラスターを形成することによる新たな産業づく

り

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

地域産業の高度化・高付加価値化による産業振興を図るためには、航空宇宙産業クラスターの形成をはじめ、健康医

療・食品などの分野で産業クラスターを形成し、新たな産業づくりや雇用拡大を図るとともに、受注拡大により生産

出荷を増加させることで外貨を獲得することが必要です。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
地域内の新たな産業を創出するとともに安定的な雇用を確保する

ため、航空機産業・健康医療産業・食品産業のプロジェクト活動

に対して専門家を配置するなど、中核企業の生産体制及び人材育

成を支援します。

　新たに発酵食品の機能性等の提案や製品開発を目的として、「

みそ大学」による健康長寿社会を支える地域産業の創造に取り組

みます。

新産業クラスター事業負担金 6,200

航空宇宙産業クラスター拠点工場借地料 4,870

  

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
航空宇宙プロジェクト参加企業数 社 45    

エアロスペース飯田共同受注件数 件 230    
飯田メディカルバイオクラスター参加企業数 社 55    

南信州食品産業協議会参加団体数 団体 116    

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 11,070 （そ）航空宇宙産業クラスター拠点工場用地貸付料

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 4,870

一般財源 6,200

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 7 1
 
5  10

 
29

11,070

0
新産業クラスター事業費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 223 事業名  新産業創出事業 工業課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －      

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 33 事業No. 224

事務事業名 産業振興と人材育成の拠点整備事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 工業課 開始 H27 終了 H30

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
○ 1 若者が帰ってこられる産業をつくる

   

   

分野別計画
 地域経済活性化プログラム2017

 飯田市版総合戦略

  

法令・例規等
  

  

  

事業目的
対象 地方創生を担う人材、製造業者

意図 地域産業の振興や人材育成を推進する「産業振興と人材育成の拠点」の整備

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

2027年開通予定のリニア中央新幹線や三遠南信自動車道の開通などによる高速交通網の整備が進められていることか

ら、当南信州地域が一致団結し、地域産業の底上げと持続可能な地域産業の構築を図る必要があります。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
関係機関と協力しながら航空機産業振興の更なる加速化を図り、

メディカルバイオ、環境ほか次代を担う産業づくりにつながる活

動拠点、高等教育機関と連携した「事業創生の仕組みづくり」に

向けた人材育成の拠点、当地域の地場産業等も含めた高度化・高

付加価値化を図る拠点を整備します。

　また、４月には「信州大学航空機システム共同研究講座」の運

営及び財政的な支援を行います。

外構工事設計委託料 5,000

信大航空機システム共同研究講座広域負担金 4,047

現地事務所開設経費（什器、通信運搬費等） 1,040

施設整備工事費（第Ⅲ期工事） 544,000

整備事業広域連合負担金 56,956

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
航空機システム共同研究受託数 件/年 2    

航空機システム共同研究講座参加者 人 3    

      

      

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 611,043 （そ）産業振興と人材育成の拠点整備事業受託収入

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 549,000

一般財源 62,043

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 7 1
 
5  10

 
35

611,043

0
産業振興と人材育成の拠点整備事業費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 224 事業名  産業振興と人材育成の拠点整備事業 工業課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

環境に配慮した整

備工事
〇   × × × － － －  座光寺地区土地利用計画

屋外広告物、道路幅員、雨水排水に関する座光寺ルールの順

守
○ ○

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

整備工事における基準の順守

の徹底不足

整備工事における環境への配

慮（照明のＬＥＤ化、排出物

の適正管理）

  

 

 

  

 

 

 



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 33 事業No. 225

事務事業名 産業用地整備事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 工業課 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
○ 1 若者が帰ってこられる産業をつくる

   

   

分野別計画
 地域経済活性化プログラム2017

 飯田市版総合戦略

 南信州地域産業活性化基本計画

法令・例規等
  

  

  

事業目的
対象 新たな産業用地

意図 企業誘致（企業の地方移転・研究開発型拠点の機能強化）や新規立地に向けた基盤整備

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

本社機能の移転等を計画する事業者への支援や研究開発型企業の誘致の推進を含め、企業立地の受け皿となる新たな

産業用地等の整備により安定雇用の機会創出を図ることが必要です。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
交通の結節点となる三遠南信自動車道（仮称）龍江ＩＣ周辺にお

いて、各種認可に関する申請や協議を行うほか、自然環境モニタ

リング調査及び周辺道路の整備を実施します。

市道改良工事費（市道1-71号） 27,500

自然環境調査費 2,500

  

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
産業団地整備面積 ｈａ 3.4    

      

      

      

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 30,000  

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 30,000

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 7 1
 
5  12

 
3

30,000

0
産業用地整備事業費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 225 事業名  産業用地整備事業 工業課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － － －  

産業団地建設工事 〇   × × × × － ×  

自然環境調査の実

施
〇   － － － ○ － ○  

環境影響評価法 自然環境調査の実施 ○ ○

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

・産業団地整備工事により造

成工事による動植物への環境

変化が想定される。

・造成工事に伴い、一定の雨

水排水が増加し下流河川への

影響が想定される。

・自然環境調査の実施により

整備工事を進めるうえで、動

植物への環境影響を極力与え

ないよう配慮計画を実施する

。

・造成工事による雨水排水が

下流域に影響しないように調

整池を設置し雨水対策を講じ

る。

 産業団地整備における自然環境調

査の実施

年度末

環境に配慮した開発

・環境関連調査の実施及び評価

・地元関係者との意見交換会

自然環境調査の実施

○

自然環境調査の実施

○



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 33 事業No. 226

事務事業名 産業団地管理事業
会計 一般会計

事業区分 経常 実施区分 継続

担当課等名 工業課 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
○ 地域経済活性化プログラム2017

  

  

法令・例規等
  

  

  

事業目的
対象 市で整備した産業団地等

意図 適正に維持管理

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

団地の維持・管理内容が経年とともに年々増加傾向にあり、立地企業で組織する各産業団地連絡会の作業も実施して

いるが、危険個所や特殊作業を要する箇所など工業課管理用地も多い状況です。平成28年度より工業課管理用地の管

理業務委託を実施、安全で効率的な管理ができているため、引き続き適正に維持管理を行います。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
飯田市で整備した産業団地５カ所（番入寺インダストリアルパー

ク、一本平産業団地、桐林環境産業公園、経塚原産業団地、城山

産業用地）の維持管理を行います。

環境整備作業経費 407

産業団地管理業務・水質調査業務委託費 4,016

産業団地整備工事費 400

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
適正に維持管理された団地等の数 箇所 5    

      

      

      

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 4,823 （そ）城山産業用地貸付料

国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 4,091

一般財源 732

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 7 1
 
5  12

 
5

4,823

0
産業団地管理事業費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 226 事業名  産業団地管理事業 工業課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

環境整備作業 〇   － × － － － ○ ○

桐林専用排水管に

よる排水
〇   × － － － － －  

調整池の決壊   〇 ×× × － － － ×  

河川法 桐林専用排水管の水質検査結果を毎月報告 ○ ○

    

    

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況

・産業団地周辺の環境整備に

ついて、維持管理内容の増加

による周辺環境の整備不足

・環境整備による景観の保全

により、立地企業のイメージ

の向上が期待される

 産業団地の環境美化及び環境意識

の向上

年度末

産業団地の環境美化活動を計12

回以上実施する。

・産業団地連絡会における環境意識醸成の

ための周知

・産業団地等の草刈り等の実施（調整池等

の管理）

・災害等の対応

立地企業の協力を頂き実施

○

立地企業の協力を頂き実施

○



平成29年度事務事業進行管理表(事務事業計画・予算管理)
１ 事業概要 課等No. 33 事業No. 227

事務事業名 環境技術開発センター運営事業
会計 一般会計

事業区分 政策 実施区分 継続

担当課等名 工業課 開始  終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   

   

   

分野別計画
○ 地域経済活性化プログラム2017

 飯田市版総合戦略

  

法令・例規等
  

  

  

事業目的
対象 起業、研究開発に取り組む者

意図 起業や研究開発を支えるための事業化に向けたサポート及び施設の管理運営

２ 事業内容

事務事業を進める
上での課題認識

(前年度評価)

起業や研究開発を推進し新産業の創出を図るためには、事業化に向けた統合的なサポートや共同研究等の支援により

、起業、研究開発を支える環境づくりが必要です。

29年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
施設管理及び運営を行うとともに、研究開発から事業化まで統合

的に支援するインキュベートマネージャーを配置するとともに、

共同研究等を支援します。

　また、施設の新たな活用方法として、起業者の個別化や多様化

する需要を発掘するために、インキュベート施設機能の検討を実

施します。

環境技術開発センター運営事業費 4,986

  

  

  

  

  

  

  

  

その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位
平成29年度

計画
平成30年度

 
平成31年度

 
平成32年度

 
新規創業者数 社 1    

入居企業数 社 4    

開発件数 件 4    

      

      

      

29年度
予算

財源の状況(千円) 当初予算額 特定財源内訳及び補足事項
事業費　計 4,986 （そ）入居企業共益費負担金　1,200千円

（そ）桐林環境産業公園駐車場使用料　1,580千円国庫支出金 0

県支出金 0

地方債 0

その他 2,780

一般財源 2,206

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計

款 項 目
大
事
業

中
事
業

当初予算額
中事業名(科目名称)

現計予算額

1    1 7 1
 
5  13

 
2

4,986

0
環境技術開発センター運営事業費

2       
 

 
 

3       
 

 
 

4       
 

 
 

5       
 

 
 

6       
 

 
 

7       
 

 
 



(環境ISO管理)

事業No. 227 事業名  環境技術開発センター運営事業 工業課

環境側面
常
時

非
常
時

緊
急

評
価
１

評
価
２

評
価
３

評
価
４

評
価
５

評
価
６

著
し
い

法令順守 要求事項 中間 年間

一般事務 〇   － × × － × －  

廃棄物の発生 〇   × × － × － ×  

環境配慮型製品の

研究開発
〇   － ○ ○ － ○ －  

環境美化・維持活

動
〇   － － － ○ － ○  

浄化槽法 浄化槽の保守点検・清掃・水質の検査 ○ ○

・自らの責任において適正に処理

・廃棄物の再生利用等による減量

化

 ○ ○

    

    

リスク・機会

環境目標
①実施事項
②達成期限（いつまでに）
③結果の評価方法（どのような水準で）

環境目標達成のための手段・方法・手順

中間評価 年間評価

進捗状況・成果
達成
状況

進捗状況・成果
達成
状況    

 

 

  

 

 

 


